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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第63期 

第３四半期累計期間 
第64期 

第３四半期累計期間 
第63期 

会計期間 
自平成28年７月１日 
至平成29年３月31日 

自平成29年７月１日 
至平成30年３月31日 

自平成28年７月１日 
至平成29年６月30日 

売上高 （千円） 8,013,262 7,975,473 10,532,090 

経常利益 （千円） 506,950 526,840 592,424 

四半期（当期）純利益 （千円） 325,156 357,645 382,357 

持分法を適用した場合の

投資利益 
（千円） － － － 

資本金 （千円） 300,745 300,745 300,745 

発行済株式総数 （千株） 4,105 4,105 4,105 

純資産額 （千円） 8,221,966 8,529,265 8,283,478 

総資産額 （千円） 10,775,499 11,689,625 11,250,461 

１株当たり四半期（当期）

純利益金額 
（円） 81.50 89.64 95.83 

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

１株当たり配当額 （円） 15.00 15.00 30.00 

自己資本比率 （％） 76.3 73.0 73.6 

 

回次
第63期

第３四半期会計期間
第64期

第３四半期会計期間

会計期間
自平成29年１月１日
至平成29年３月31日

自平成30年１月１日
至平成30年３月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 28.33 32.28 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に重

要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1）業績の状況

 当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、政府による経済対策や日銀の継続的な金融緩和政策の下、好調な

企業業績を反映して雇用・所得環境は緩やかな回復基調で推移しつつも、安全保障問題に曝されるさなか、国内政

治の流動化が懸念されて不安が増す一方、米国大統領の保護主義への傾斜により、中国および欧州などとの世界的

な貿易摩擦に発展するリスクが生ずるとともに、中・露の長期政権の継続確定による経済への影響が危惧されるな

ど、不確実な世界情勢に伴う国内経済の下振れ懸念が拡がる中、景気の先行きに対する不透明感は依然として払拭

できない状況の下で推移いたしました。

 当社の関連する住宅市場に於きましては、低水準にある住宅ローン金利や被災地着工の進展に加え、省エネ住宅

補助金制度など政府による各種住宅取得支援政策を背景として、新設住宅着工戸数は緩やかな持ち直しの動きを示

したものの、人工不足や建築資材の値上がりを背景に住宅価格は高止まりとなり、更には贈与税非課税枠を利用し

て急増した貸家着工需要は減少する兆を見せており、本格的な市場の回復には未だ至らない水準で推移いたしまし

た。

 このような状況ながらも、当社は今期を最終年度とする「第９次中期経営計画（第62期～第64期）」に於いて掲

げた「自己改革に基づく新たなステージでの飛躍」とのスローガンの下、内装金物全般に目を向けた「裾野の広い

商品開発と新たな営業戦略の推進」を基本方針に定め、住宅関連産業に於ける企画開発型企業として、より現場主

義に徹した商品開発を目指して機能性と利便性を向上しつつ、市場のニーズに応える「ものづくり」を推進すると

ともに、活動を本格化した「セールスプロモーションチーム」を主軸に全方位のお客様に対する積極的な営業活動

に最大の努力を注ぐとともに、販売費及び一般管理費の圧縮など調整かつ管理可能な諸施策を講じて、困難な市場

環境に対応し得る営業体制とこれを支える管理体制の強化を図って参りました。以上の結果、当第３四半期累計期

間の業績は売上高7,975百万円（前年同期比0.5％減）、営業利益507百万円（前年同期比3.0％増）、経常利益526

百万円（前年同期比3.9％増）、四半期純利益357百万円（前年同期比10.0％増）となりました。

 

(2）財政状態の分析

 当第３四半期会計期間末の資産総額は11,689百万円となり、前事業年度末に比べ439百万円の増加となりまし

た。主な内容は、受取手形及び売掛金が186百万円、土地が133百万円、投資有価証券が117百万円それぞれ増加し

たこと等によるものです。

 負債につきましては3,160百万円となり、前事業年度末に比べ193百万円の増加となりました。主な内容は、支払

手形及び買掛金が51百万円、電子記録債務が151百万円それぞれ増加したこと等によるものです。

 純資産につきましては8,529百万円となり、前事業年度末に比べ245百万円の増加となりました。主な内容は、配

当金支払で119百万円減少しましたが、当第３四半期累計期間における四半期純利益で357百万円増加したこと等に

よるものです。

 

(3）経営方針・経営戦略等

 当第３四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

 当第３四半期累計期間における研究開発費の総額は59百万円であります。

 なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動について重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,420,000

計 15,420,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成30年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年５月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 4,105,000 4,105,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 4,105,000 4,105,000 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

(4)【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成30年１月１日～

平成30年３月31日
－ 4,105 － 300,745 － 273,245

 

(6)【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7)【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成30年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  115,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,989,400 39,894 －

単元未満株式 普通株式    500 － －

発行済株式総数 4,105,000 － －

総株主の議決権 － 39,894 －

（注） 単元未満株式は、当社保有の自己株式53株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成30年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義

所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数

の割合（％）

（自己保有株式）

アトムリビンテック株式会社

東京都台東区入谷

一丁目27番４号
115,100 － 115,100 2.80

計 － 115,100 － 115,100 2.80

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成30年１月１日から平成30

年３月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成29年７月１日から平成30年３月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、明治アーク監査法人による四半期レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について 

 「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】

(1)【四半期貸借対照表】

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成29年６月30日) 
当第３四半期会計期間 
(平成30年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 4,335,045 4,265,740 

受取手形及び売掛金 2,550,038 ※ 2,736,043 

有価証券 201,520 200,410 

商品 467,708 601,335 

その他 64,037 52,692 

貸倒引当金 △255 △273 

流動資産合計 7,618,094 7,855,947 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 960,666 931,918 

工具、器具及び備品（純額） 130,015 140,772 

土地 1,027,767 1,161,285 

その他（純額） 20,339 7,925 

有形固定資産合計 2,138,789 2,241,902 

無形固定資産 84,076 63,325 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,287,617 1,405,179 

その他 121,882 123,322 

貸倒引当金 △0 △51 

投資その他の資産合計 1,409,500 1,528,450 

固定資産合計 3,632,366 3,833,678 

資産合計 11,250,461 11,689,625 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成29年６月30日) 
当第３四半期会計期間 
(平成30年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 688,836 ※ 740,218 

電子記録債務 1,577,326 ※ 1,728,644 

未払法人税等 111,686 88,558 

製品補償引当金 65,590 55,393 

その他 189,327 196,181 

流動負債合計 2,632,767 2,808,996 

固定負債    

退職給付引当金 142,769 151,481 

役員退職慰労引当金 188,845 197,282 

その他 2,600 2,600 

固定負債合計 334,215 351,364 

負債合計 2,966,983 3,160,360 

純資産の部    

株主資本    

資本金 300,745 300,745 

資本剰余金 273,245 273,245 

利益剰余金 7,730,268 7,968,218 

自己株式 △64,475 △64,518 

株主資本合計 8,239,782 8,477,689 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 43,695 51,575 

評価・換算差額等合計 43,695 51,575 

純資産合計 8,283,478 8,529,265 

負債純資産合計 11,250,461 11,689,625 
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(2)【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

    (単位：千円) 

 
前第３四半期累計期間 
(自 平成28年７月１日 

 至 平成29年３月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成29年７月１日 
 至 平成30年３月31日) 

売上高 8,013,262 7,975,473 

売上原価 5,887,096 5,795,796 

売上総利益 2,126,166 2,179,676 

販売費及び一般管理費 1,633,372 1,672,247 

営業利益 492,794 507,429 

営業外収益    

受取利息 7,736 8,554 

受取配当金 2,071 2,237 

仕入割引 6,337 5,630 

その他 608 3,319 

営業外収益合計 16,753 19,742 

営業外費用    

為替差損 2,597 332 

営業外費用合計 2,597 332 

経常利益 506,950 526,840 

特別利益 － － 

特別損失    

固定資産除却損 18 489 

下請代金返還金 30,503 － 

特別損失合計 30,522 489 

税引前四半期純利益 476,427 526,350 

法人税、住民税及び事業税 140,222 167,592 

法人税等調整額 11,048 1,111 

法人税等合計 151,270 168,704 

四半期純利益 325,156 357,645 
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係） 

※ 四半期会計期間末日満期手形及び電子記録債務

 四半期会計期間末日満期手形及び電子記録債務の会計処理については、当四半期会計期間末日が金融機関の休日

でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期会計期間末日満期手形及び電子記録債

務の金額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成29年６月30日）
当第３四半期会計期間
（平成30年３月31日）

受取手形 － 86,858千円

支払手形 － 13,386

電子記録債務 － 9,447

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間

に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自 平成28年７月１日
至 平成29年３月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成29年７月１日
至 平成30年３月31日）

減価償却費 138,867千円 193,080千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期累計期間（自 平成28年７月１日 至 平成29年３月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年９月27日

定時株主総会
普通株式 49,873 12.50 平成28年６月30日 平成28年９月28日 利益剰余金

平成29年１月30日

取締役会
普通株式 59,848 15.00 平成28年12月31日 平成29年３月10日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間（自 平成29年７月１日 至 平成30年３月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年９月26日

定時株主総会
普通株式 59,848 15.00 平成29年６月30日 平成29年９月27日 利益剰余金

平成30年１月30日

取締役会
普通株式 59,847 15.00 平成29年12月31日 平成30年３月９日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 当社は、住宅用内装金物事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自 平成28年７月１日
至 平成29年３月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成29年７月１日
至 平成30年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 81円50銭 89円64銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 325,156 357,645

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 325,156 357,645

普通株式の期中平均株式数（千株） 3,989 3,989

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

２【その他】

平成30年１月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額 59,847千円

(ロ）１株当たりの金額 15円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成30年３月９日

（注）平成29年12月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年５月11日

アトムリビンテック株式会社 

取締役会 御中 

 

明治アーク監査法人 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 木 村  ゆ り か   印 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 長 井  裕 太    印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアトムリビンテ

ック株式会社の平成29年７月１日から平成30年６月30日までの第64期事業年度の第３四半期会計期間（平成30年１月１日

から平成30年３月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成29年７月１日から平成30年３月31日まで）に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、アトムリビンテック株式会社の平成30年３月31日現在の財政状態及び同日をも

って終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

 

その他の事項

 会社の平成29年６月30日をもって終了した前事業年度の第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間に係る四半期財務

諸表並びに前事業年度の財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が実施されている。前任監

査人は、当該四半期財務諸表に対して平成29年５月10日付けで無限定の結論を表明しており、また、当該財務諸表に対し

て平成29年９月15日付けで無限定適正意見を表明している。 

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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